
 

一般乗合旅客自動車運送事業の運賃分科会の設置について 

 

１ 設置の目的 

　 改正道路運送法が令和５年 10 月１日に施行されたことに伴い、従来地域公共交通会議で

協議されていた一般乗合旅客自動車運送事業の協議運賃について、独占禁止法上のカルテ

ルにあたるとの疑義が生じないよう、地域公共交通会議ではなく、道路運送法第９条第４

項で規定する協議会において協議を行うこととされた。このことから「三原市地域公共交

通活性化協議会」の分科会として「運賃分科会」を新たに設置し、分科会にて協議を行う

こととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 構成員 

 

３ 設置日 

　 令和６年 12 月４日

 一 市町村 三原市長が指名する者

 二 当該一般乗合旅客自動車運送事業者 運賃等を定めようとする事業者

 三 地方運輸局長 中国運輸局広島運輸支局長が指名する者

 
四

市町村の長が住民を代表する者として

指名する者

三原市長が指名する住民組織の代表者など

資料４
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（案）

三原市地域公共交通活性化協議会運賃分科会設置要綱 
 
　（目的） 
第１条　三原市地域公共交通活性化協議会規約第１１条に基づき、独占禁止法に抵触する

ことのないよう運賃・料金等について協議するため、三原市地域公共交通活性化協議会内

に三原市地域公共交通活性化協議会運賃分科会（以下「分科会」という。）を設置する。 
　（業務） 
第２条　分科会は、地域における需要に応じ当該地域の住民の生活のための旅客の運送を

確保する必要がある路線又は営業区域に係る運賃等について協議を行う。 
（組織） 
第３条　分科会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者の中から三原市地域公共

交通活性化協議会の会長が各１名ずつ選任する。分科会の会長（以下「会長」という。）

として、三原市生活環境部長の職にある者をもって充てる。 
（１） 地方公共団体 
（２） 当該運賃等を定めようとする旅客自動車運送事業者 
（３） 当該路線等を管轄する地方運輸局長が指名する者 
（４） 関係住民の意見を代表する者 
　（任期） 
第４条　委員の任期は、第２条に規定する業務を達成するまでに必要な期間として、三原市

地域公共交通活性化協議会会長が定める期間とする。 
　（会議） 
第５条　分科会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２　会議は、委員の過半数の出席がなければ、これを開くことができない。 
３　会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数の場合は、会長の決するとこ

ろによる。 
４　会議は原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円滑な議

事運営に支障が生じると認められる協議については、非公開で行うものとする。 
５　分科会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、資料を提出させ、又

は会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 
６　前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
　（協議結果の尊重義務） 
第６条　分科会で協議が整った事項については、分科会の構成員は、その協議結果を尊重し

なければならない。 
　（事務局） 
第７条　分科会の業務を処理するにあたっては、三原市地域公共交通活性化協議会事務局

で行う。 
（その他） 
第８条　この要綱に定めるもののほか、分科会の運営に必要な事項は、会長が定める。 
 
　　附　則 
　この要綱は、令和６年 12月４日から施行する。
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